
 

 事前協議について  通所型サービスＡ事業  
  

 

介護保険指定事業者については、人員基準とともに設備に関する様々な基準が定められており、通所型

サービスＡ事業者として指定を受けるためにはそれらの基準に適合している必要があります。  

新規に事業を始められる場合は、建物や設備の整備計画（案）がこれらの基準に適合しているかをあら

かじめ確認させていただくため、事前協議を行っております。  

必ず、事業を行おうとする建物の改修や新築工事等に着手される前に、下記書類を揃えたうえで、河内長

野市役所介護保険課へお越しください。（要予約。詳細は次ページ参照）  

   

 

１ 事前協議に必要な書類  
  

 提出書類 説 明 

①  事業計画書  
（協議様式１）  

 現段階での計画（予定）内容を記入してください。  

②  施設整備チェックリスト  
（協議様式２）  

 施設整備計画の際の参考としてください。なお、必ず全ての項目につ

いて、あらかじめよく確認しておいてください。  

③  都市計画法および建築基

準法に関する事前確認書  
（協議様式３）  

建築確認申請等の手続きが必要な場合は、スケジュール等を確認・明

記してください。  

手続き不要との案内を受けた場合は、何故不要なのかを具体的に明記

してください（理由・根拠法令など）。  

④  消防署との協議記録  
（協議様式４）  

 手続きの内容や検査完了までのスケジュールを確認・明記してくださ

い。  

⑤  土地および建物の図面  建物の図面については、食堂・機能訓練室の正確な面積や、玄関・廊

下・トイレ入口等の（開口）幅が確認できるもの（面積や幅について

は、内法による測定）。  

土地の図面は、避難経路や送迎車の駐停車スペース等が確認できるも

の。  

⑥  近隣の住宅地図等  施設周辺の様子がわかるもの。  

⑦  現況の写真  Ａ４用紙（１ページに２～８枚程度が納まるよう）に印刷又は貼り付

けの上、提出してください。  

⑧  賃貸借契約書（案）  申請者（法人）所有の場合は不要です。ただし、建物が法人所有であ

っても、土地の所有者が異なる場合は土地の賃貸借契約書等が必要と

なります。  

なお、法人代表者が所有する物件の場合でも、法人代表者と法人との

間で賃貸借契約を取り交わしていただく必要があります。  

※賃貸借契約書については、使用用途（目的）が通所型サービスＡ事

業を行える内容となっているか（「居宅」等は不可）、契約期間満了

後に契約更新を行える旨の規定があるか等をあらかじめ確認しておい

てください。  

 

 



 

２ 事前協議から指定までの流れ  
  

 

①  事前協議の予約（電話） （なるべくお越しいただく二週間程前までに）  

↓  

 

②  事前協議   

事前協議の受付期間は設けていません。 

↓  

 

③  施設の建築・改修、人員の確保等   

事前協議終了後（受理後）でなければ建築・改修等に着手することはできません。  

（事前協議の内容によっては、間取りや設計の変更が必要となる場合があるため。）  

↓  

 

④  指定申請（本申請）の予約（電話） （なるべく事業開始月の前々月上旬頃までに）  

↓  

 

⑤  指定申請（本申請）   
■ 事業開始月の前々月16日～前々月末（補正期限は事業開始月の前月10日）  

…詳細は事前協議受付時にご案内します。 

↓  

 

⑥  現地調査 （事業開始月の前月12日～19日頃にお伺いします。）  

↓  

 

⑦  事業開始（指定日）   

  

  

 

 

 

 

 

 

  

 

【 ご予約・お問い合わせ先】 

ＴＥＬ：０７２１-５３-１１１１ （河内長野市役所 介護保険課） 

【 開庁日時 】 土・日・祝日および１２月２９～１月３日を除く 

平日９：００～１７：３０ 

 

 

  

  

  

  



「利用定員」について 
  

「利用定員」とは、サービス提供単位ごとの利用定員ではなく、その事業所において「同時に

サービスの提供を受けることができる利用者の数の上限」をいいます。  
 

 

 

 

通所型サービスＡ事業における定員の定め方 

例：現在、施設有効面積６０㎡で、「通所介護」、「介護予防通所介護（相当サー
ビス）」を定員２０名（利用定員×3㎡）で実施している。 

「サービスＡ事業」を一体的に実施する場合の定員は？ 

施設の定員上限は２０名であるため、通所介護＋介護予防通所介護（相当サー
ビス）＋サービスＡ事業 

を一体的に実施する場合は、 

 ① 通所介護と介護予防通所介護（相当サービス）の定員は合算で考える 

 ② ①とは別にサービスＡ事業の定員を定める 

上記①、②により例えば、 

 「通所介護と介護予防通所介護（相当サービス）で１５名」と、 

 「サービスＡ事業で５名」 

の計２０名といったような定員の設定が必要となります。 



  

３ 指定を受けるための要件について  
  

① 事業を行うためには、まず法人であり、当該法人の定款の目的欄に当該事業を行う旨の規定がある 

ことが必要です。（定款への記載例については、最終ページをご覧ください。）  

また、事業を行うにあたっては、介護保険法のほか、指定に関する基準を遵守いただく必要があり 

ます。  

  

【通所型サービスＡ事業】  

  

○河内長野市介護予防・日常生活支援総合事業に係る指定第１号事業者の指定等に関する規則 

○河内長野市通所型サービスＡ事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める要領  

  

 

 

② 指定を受けるためには、法人の役員や管理者が、法に定める欠格事由に該当しないことが要件とさ 

れています。欠格事由とは、例えば以下のような事項に該当する場合をいいます。（下記は欠格事 

由の概略です。詳細については上記市の規則をご確認願います。）  

  

・禁錮以上の刑に処され、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者  

・介護保険法や労働に関する法律、その他保健医療福祉に関する法律により罰金刑に処せられ、 

 その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者  

・社会保険料や労働保険料等について滞納処分を受け、かつ、引き続き滞納している者  

・５年以内に介護保険サービスに関し不正又は著しく不当な行為をした者  

・指定取消処分から５年を経過しない者（指定取消手続き中に自ら廃止届を行った者を含む） 

など 



  

４ 人員及び設備に関する基準について   
  

(1) 人員に関する基準について  

職種 資格要件 配置基準 

管理者  なし  専らその職務に従事する者１名  

従事職員  

 

なし  単位ごとに、下記の勤務延時間数を確保  

 

○利用者数15人まで…  

サービス提供時間帯を通じて１名以上  

 

○利用者数が15人を超える場合…  

利用者１人に必要数 

 

 

※Ａ 従事職員は、単位ごとに専らその職務に従事する者１名以上従事させること  

  

通所介護等と一体型で事業を行う場合は、管理者・従事職員は各々同一の者で可 

 

 

 

 
  

【注意事項】  
  

「専ら従事する」とは、原則として当該事業における勤務時間を通じて当該サービス以外の職務に従事し

ないことをいいます。  



 

(2)設備に関する基準（および行政指導事項）について  

設備 内容 

機能訓練室等 ・必要な広さを有すること  

・合計した面積が、３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上であること  

・狭隘な部屋を多数設置することにより面積を確保することは不可  

 

その他必要な

設備  

便所  ・介助を要する者の使用に適した構造・設備とすること  

・緊急呼び出し（ナースコール）等通報装置を設置すること  

・複数設置し（おおむね、定員１０～１５名に対し二ヶ所程度が 

望ましい）、介助者を伴っての出入りや車椅子での使用に支障 

のないものとすることが望ましい  

 

厨房  （食事を提供する場合のみ）  

・環境衛生に配慮した設備とすること。（保存食の保存設備を設置 

 することが望ましい。）  

 

浴室  （入浴サービスを行う場合）  

・介助者が必要な場合は介助者が介護できる仕様（面積・開口幅） 

 とすること  

・緊急呼び出し（ナースコール）等通報装置を設置すること  

・可能な限り段差のない構造とし、手すりを設置するなど利用者の 

安全確保を最優先とすること  

 

設備については専ら指定通所型サービスＡ事業の用に供するものでなければならない。ただし、利用

者に対する指定通所型サービスＡ事業の提供に支障がない場合は、この限りではない。  

 

 
  

その他施設整備にあたっては、（協議様式２）施設整備チェックリストを併せてご確認ください。  

  



 

５ その他の留意事項  
 

 
①近隣住民への十分な配慮  

近年、「説明が不十分なまま着工等の開設準備にかかっている」との近隣住民の方からの苦情が多数

寄せられており、中には反対運動や訴訟に至るケースもあります。  

近隣住民への説明については法や基準条例に規定されておらず、指定の要件ではありませんが、ご近

所の方々とトラブルになり事業を断念されるケースが増加しています。  

開設場所の選定にあたっては、あらかじめ近隣住民の方々へ事業計画について懇切丁寧に説明し、ご

理解を得た上で事前協議にお越しいただきますようお願いします。  

 

②建築基準法・消防法その他の法令等の遵守  

「市街化調整区域」では、新たに通所型サービスＡ事業を行うことは通常出来ません。しかしながら、

例外規定等が設けられていることもあるため、必ず、事前に都市計画・建築担当部局等への確認を済ま

せておいてください。  

なお、地域によっては建築協定が結ばれ、通所介護等の事業が行えない場合もあります。併せて必ず

事前にご確認いただきますようお願いいたします。  

 

③設備等に関する使用権原の確保  

土地、建物等については申請法人所有であれば特に問題ありませんが、所有権以外による場合は、通

所型サービスＡ事業所を安定的に運営ができるよう適切な権原取得（例えば賃貸借契約の締結）を行っ

てください。  

 

④その他施設整備にあたっての留意事項  

その他施設の整備にあたっては、「協議様式２」のチェックリストを事前によく読んでいただき、危

険な箇所の排除や個人情報保護、衛生管理等に努めていただきますようお願いいたします。  

  

 

  

６ 申請時の留意事項  
 

 

○「防火対象物使用開始届」について  

 新築・改修される建物について、事業所を所轄する消防署と消防設備・避難設備等について協議調整を

進める必要があります。指定申請（本申請）までに所轄消防署の設備検査（立ち入り検査等）を完了させ

ておく必要がありますので、手続きの流れやスケジュール等についてよく確認しておいてください。  

なお、指定申請（本申請）までに、消防法上の検査が完了していること（検査済証の発行や検査済印の押

印等）が確認できない場合は指定を受けることができませんのでご注意ください。  

 

○「建築基準法による検査済証」について  

事業所を新築する場合には、本申請時に建築基準法による検査済証の添付が必要です。  

改修の場合は、事前協議までに必ず、用途変更などの建築基準法上の手続きが必要かどうかについて、所

管の建築確認担当部局（建築主事）へ確認しておいてください。なお、手続きが必要な場合は、指定申請

期限（本申請）までに検査等の手続きが完了している必要がありますのでご注意ください。（上記消防法

上の検査同様、手続き及び検査が完了していない場合は指定を受けることができませんので、スケジュー

ル等について事前によく確認しておいてください）。  



その他事業開始にあたっての検討項目 
 

検討項目 検討すべき内容 

人材確保  ○従事者の確保  

※ 近年、事業開始直前になって従事者が突然退職するといったケースが増加し

ています。また、従事者の急な休みや欠員が出た場合などに備え、余裕のある

人員配置をお願いします。  

 

 

事業運営主体  ○法人格の確保（取得）  

○法人事業への当該事業の位置づけ  

（要件）定款等の事業目的に当該事業が記載されており、その旨登記されている

こと。  

  

定款の事業目的への記載例（営利法人、特定非営利活動法人の場合）  

  

・通所型サービスＡ事業…  

「介護保険法に基づく第１号通所事業」 

「介護保険法に基づく第１号事業」 

「介護保険法に基づく介護予防・日常生活支援総合事業」  

  

★ 医療法人、社会福祉法人などの監督官庁等がある法人の場合は、定款への記

載方法や許認可、変更手続き等についてあらかじめ法人の所轄庁へご相談・ご確

認願います。  

 

 


